














政令指定都市は、昭和 31 年 (1956 年) の制度発足時の 5市から徐々に
その数を増やし、現在では 20 市が指定されるに至っている。特に、平成
元年 (1989 年) 以降では、その半数にあたる 10 市が指定されており、従
来は希有な制度的事象であった政令指定都市化について、その行財政上の
構造変化を時系列で検証するための一定数のサンプルが集まっている。
一方、前稿でも指摘したように、総務省は、平成 28 年 (2016 年) から、
平成元年度 (1989 年度) 決算以降の地方財政状況調査表の調査原表を電
子データとして公表しており、従来は団体種別でしか公表されていなかっ





で公表されている平成元年度 (1989 年度) から平成 24 年
度 (2015 年度) 決算までの地方財政状況調査表の調査原表を再集計し、
個別市町村ごとの歳入・歳出クロス集計表を作成した。ここから、政令指
















研究者によるものとしては、金井 (2007)、北村 (2013) などによる理
















と財源を例外的に付与している制度」(北村 (2013 : 65)) と見る。これは、


















( 2 ) 地方制度調査会専門小委員会「大都市制度についての専門小委員会中間報告」(平成 24










第 3に、市 (市民) を費用負担者とする制度設計では、政令指定都市制
度を特別市制運動に対する市と道府県との政治的妥協として、市が「行政
的な「特別市」としての「自立性」と「総合性」を「購入」している」(金井
(2007 : 150)) 制度と見る。つまり、政令指定都市制度は、市が自ら「昇





















このうち、「歳出内訳及び財源内訳」(表番号 07 から 13) および「歳入
内訳」(表番号 04) の各表を加工して、市町村の歳入・歳出クロス集計表
を作成した。その中から平成 28 年 (2016 年) 時点の政令指定都市 20 市




ている。第 1表は、表側 (行) を歳入費目、表頭 (列) を目的別歳出費目




































とするクロス集計表、第 2表は、表側 (行) を性質別歳出費目、表頭 (列)
を目的別歳出費目とするクロス集計表、第 3表は、表側 (行) を性質別歳
出費目、表頭 (列) を歳入費目とするクロス集計表である。
行財政構造分析では、これらのクロス集計表から 3 つの行列 (Matrix)
















( 4 ) 前稿で用いた都道府県別の財政指数表は、表側が目的別歳出、表頭が性質別歳出と歳入
科目とするクロス集計表であったため、本稿での政策構造行列、執行構造行列と定義が異
なることに留意されたい。
( 5 ) ベクトルの要素は、1．国庫支出金、2．都道府県支出金、3．使用料・手数料、4．分担
金・負担金・寄附金、5．財産収入、6．繰入金、7．諸収入、8．繰越金、9．地方債、一般財
源等 (10．投資的経費充当以外、11．投資的経費充当の一般財源等) の 11 である。










特別区財政調整納付金、市町村たばこ税都道府県交付金) の 52 である。











































































図表 4 は、1990 年度以降に指定された 9 市のうち、指定年度とその前
後が不交付団体であった千葉市を除く 8 市について、指定年度の前後 3年
度の普通地方交付税額の決算額と基準財政需要額の推計値の推移を示した
ものである (指定年度をゼロ年度とし、その年度の値を 100 として指標化
している)。
( 9 ) 基準財政収入額とは、標準地方税収入の 75%に地方譲与税を加えたものである。なお、
地方譲与税は、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、特別とん譲与税、自動車重量譲与税、
航空機燃料譲与税の合算額である。
(10) 総務省は、平成 26 年度 (2014 年度) から 28 年度 (2016 年度) の市町村別基準財政需
要額を公表しており (http : //www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouhu.html (2017







普通地方交付税額 (決算額) が指定前 3年度平均より増加しているのは、
3 市 (岡山市、静岡市、さいたま市)、減少しているのは 5 市 (熊本市、
相模原市、浜松市、新潟市、堺市) である。






図表 3 基準財政需要額の推計誤差 (2014 年度)
都市名 札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市
2014年度基準財政需要額(実績) 377,779,180 189,090,697 195,954,875 164,361,908
基準財政需要額(推計) 336,845,900 182,527,853 194,524,415 155,515,474
誤差 −10.8% −3.5% −0.7% −5.4%
都市名 横浜市 川崎市 相模原市 新潟市
2014年度基準財政需要額(実績) 636,431,276 234,526,000 113,902,848 161,296,570
基準財政需要額(推計) 622,144,005 246,388,608 103,803,621 144,704,722
誤差 −2.2% 5.1% −8.9% −10.3%
都市名 静岡市 浜松市 名古屋市 京都市
2014年度基準財政需要額(実績) 132,045,057 144,882,346 429,373,471 290,198,360
基準財政需要額(推計) 122,054,434 135,131,543 431,180,259 264,859,994
誤差 −7.6% −6.7% 0.4% −8.7%
都市名 大阪市 堺市 神戸市 岡山市
2014年度基準財政需要額(実績) 607,019,112 155,005,232 315,069,035 138,157,165
基準財政需要額(推計) 585,475,085 138,410,003 288,270,355 123,933,706
誤差 −3.5% −10.7% −8.5% −10.3%
都市名 広島市 北九州市 福岡市 熊本市
2014年度基準財政需要額(実績) 228,055,835 211,356,356 288,545,022 136,395,416
基準財政需要額(推計) 207,202,117 187,211,045 268,481,534 118,662,419










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































H15 H16 H17 H18 H15 H16 H17 H18
市税 170,694 173,147 194,690 203,617 48.1 48.8 51.3 52.3
地方交付税 5,893 3,274 4,955 2,222 1.7 0.9 1.3 0.6
国・県支出金 39,268 40,411 49,057 47,722 11.1 11.4 12.9 12.3
市債 58,772 51,663 44,027 46,190 16.6 14.6 11.6 11.9
その他 79,917 86,056 87,002 89,547 22.5 24.3 22.9 22.9




しかし、図表 6 に見るように、1990 年度以降に政令指定都市化した 9
市全体では、指定年度の前後で、国庫支出金だけでなく、府県支出金も増
加している。個別政令市をみると、指定年度が 1990 年度の千葉市と 2001













出金では、支出されている 44費目中 28費目 (64%)、都道府県支出金で




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































トル (x1 i,j)、都道府県支出金ベクトル (x2 i,j)、一般財源ベクトル (x3 i,j)、
その他財源ベクトル (x4 i,j) の 4 つのベクトルに分解する。
xi,j=x1 i,j+x2 i,j+x3 i,j+x4 i,j (2)
t+1 年度の政策ベクトル yi,t+1は、t年度から t+1 年度の各財源ベクト
ルの変化を Δx1 i,t+1、Δx2 i,t+1、Δx3 i,t+1、Δx4 i,t+1とおくと、式 (1) から、
yi,t+1=Pi,t+1xi,t+1
=Pi,t(xi,t+Δx1 i,t+1+Δx2 i,t+1+Δx3 i,t+1+Δx4 i,t+1)+Δyi,t+1
=Pi,txi,t+Pi,tΔx1 i,t+1+Pi,tΔx2 i,t+1+Pi,tΔx3 i,t+1+Pi,tΔx4 i,t+1
+Δyi,t+1 (3)
ここで式 (3) を、α1 i,t+1=Pi,tΔx1 i,t+1、α2 i,t+1=Pi,tΔx2 i,t+1、α3 i,t+1=Pi,t
Δx3 i,t+1、α4 i,t+1=Pi,tΔx4 i,t+1、β i,t+1=Δyi,t+1 と書き替えると、α1 i,t+1 から




そのうえで、α1 i,t+1から α4 i,t+1と β i,t+1がなす角度をそれぞれ θ1から θ4と















yi,t+1=Pi,txi,t+(α1 i,t+1+α2 i,t+1+α3 i,t+1+α4 i,t+1)+(β1 i,t+1+β2 i,t+1
+β3 i,t+1+β4 i,t+1)+γ i,t+1 (4)
式 (4) を行政的に解釈すると、次年度 (t+1期) の政策は、当年度 (t
期) の既存政策 (Pi,txi,t) を踏襲したうえで (いわゆる「事業継続」)、既
存政策の予算に、当年度からの各財源の量的な変化 (地方税の自然増減収
や国庫補助負担金等の増減額などの外生的な変化) (α1 i,t+1から α4 i,t+1) と
それに対する財政的な調整 (いわゆる「事業費査定」。自治体による裁量

















B 政令市+一般市 1 千葉市




E 政令市+合併 2 京都市、広島市
参考 1 政令市後の合併 4 さいたま市、静岡市、京都市、広島市
参考 2 中核市からの合併を経ない政令市化 0
無) を検証する。
























































































2005 政 合 合 合 合 合 合
2006 合 政 合









A グループ 9 市と E グループ 2 市は、期間中、すべて政令指定市であ
るため、政令指定都市化は観察できない。Eグループでは、政令市におけ
る合併現象が観察できる。期間中に一般市から政令市への移行現象が観察










(σ) の 3倍 (3σ) 超)、大きく変動している年度 (平均より上下に標準偏
差 3σ以下 2σ超) と定義した。あわせて、制度変化要因があった年度とな














ついて 2×7 のクロス表を作成し (自由度 6)、期待度数を算出した後、Microsoft Excel







市化の政策要因、財政要因の特異年度 36 サンプルのうち、34 サンプルが
















































50 15 26 2 2 4 1 418 468 4.082E-75
10.7% 3.2% 5.6% 0.4% 0.4% 0.9% 0.2% 89.3% 100.0%
中核市化
81 1 6 31 5 31 7 283 364 9.53E-210
22.3% 0.3% 1.6% 8.5% 1.4% 8.5% 1.9% 77.7% 100.0%
合併
140 21 36 19 21 20 23 848 988 0.0018161
14.2% 2.1% 3.6% 1.9% 2.1% 2.0% 2.3% 85.8% 100.0%
それ以外
3810 446 805 873 379 924 383 20370 24180
15.8% 1.8% 3.3% 3.6% 1.6% 3.8% 1.6% 84.2% 100.0%
計
4081 483 873 925 407 979 414 21919 26000


















































判別条件 1：(yi,t1−Pi,txi,t)−(α1 i,t1+α2 i,t1+α3 i,t1+α4 i,t1)≷0
判別条件 2：γi,t1≷0
判別条件 3：
























れ、 0 %から 74.2%までとなっている。
(14) 注 11参照。
(15) 別表のⅡ Bに該当する費目について、判別条件 4 の額を合計した額。
(16) 別表のⅠ Bに該当する費目について、判別条件 3 の額を合計した額の決算額に対する
比率。
124 (124)





ると試算している。平成 26 年度の政令指定都市の歳出決算額が約 12兆
3700億円であるので、上記の不足額は歳出決算額の 1.54%であり、図表













市名 指定年度 決算額 事業再編額 持ち出し額 事業再編率 持ち出し率
さいたま市 2003 367,777,419 272,172,220 18,065,966 74.0 % 4.9 %
相模原市 2010 226,850,764 0 22,927,710 0.0 % 10.1 %
千葉市 1992 284,883,935 178,195,767 16,912,653 62.6 % 5.9 %
新潟市 2007 311,336,086 0 11,276,126 0.0 % 3.6 %
静岡市 2005 243,507,758 50,073,898 21,242,227 20.6 % 8.7 %
浜松市 2007 262,019,146 62,810,686 12,592,109 24.0 % 4.8 %
堺市 2006 285,215,883 50,908,643 6,135,496 17.8 % 2.2 %
岡山市 2009 336,213,705 156,874,254 4,364,264 46.7 % 1.3 %
熊本市 2012 277,665,883 0 16,439,030 0.0 % 5.9 %



































































Δy−Σα γ Σ(α+β) Δy
13 衛生費・保健衛生費 Ⅰ A ＊ 1,269,321 1,010,587 927,477 1,938,064
47 災害復旧費・公共土木施設災害復旧費 Ⅰ A 28,064 7,777 25,612 33,389
15 衛生費・保健所費 Ⅰ B ＊ ○ 216,897 7,446,883 −7,168,693 278,190
25 土木費・土木管理費 Ⅰ B ＊ ○ 59,929 1,080,031 −981,097 98,934
32 土木費・都市計画費・区画整理費等 Ⅰ B ＊ ○ 128,013 7,460,369 −6,229,777 1,230,591
3 総務費・徴税費 Ⅰ B ○ 34,521 970,178 −902,700 67,478
5 総務費・選挙費 Ⅰ B ○ 181,460 1,497,864 −1,296,676 201,188
30 土木費・都市計画費・公園費 Ⅰ B ○ 471,456 3,470,430 −2,522,444 947,985
33 土木費・住宅費 Ⅰ B ○ 22,189 265,019 −93,523 171,496
40 教育費・特殊学校費 Ⅰ B ○ 73,360 902,104 −741,031 161,073
8 民生費・社会福祉費 Ⅰ C ＊ 210,464 −6,428,380 7,880,819 1,452,439
9 民生費・老人福祉費 Ⅰ C ＊ 194,109 −4,132,354 4,988,587 856,233
10 民生費・児童福祉費 Ⅰ C ＊ 1,208,877 −396,149 3,428,005 3,031,856
26 土木費・道路橋りょう費 Ⅰ C ＊ 6,525,432 −4,222,077 11,650,414 7,428,337
29 土木費・都市計画費・街路費 Ⅰ C ＊ 1,742,212 −955,315 3,383,582 2,428,267
12 民生費・災害救助費 Ⅰ C 19,605 −324,264 344,098 19,833
23 農林水産業費・水産業費 Ⅰ C 4,398 −66,586 85,075 18,490
28 土木費・港湾費 Ⅰ C 24,338 −239,030 268,661 29,631
34 土木費・空港費 Ⅰ C 326 −8,726 10,715 1,989
39 教育費・高等学校費 Ⅰ C 5,056 −1,771,917 1,891,210 119,294
46 災害復旧費・農林水産施設災害復旧費 Ⅰ C 8,834 −134,921 150,179 15,259
48 災害復旧費・その他 Ⅰ C 7,637 −127,776 135,416 7,641
16 衛生費・清掃費 Ⅱ A ＊ −86,888 14,367,485 −13,761,056 606,430
6 総務費・統計調査費 Ⅱ A −3,689 −347,579 348,948 1,369
7 総務費・監査委員費 Ⅱ A −790 −50,671 59,276 8,605
11 民生費・生活保護費 Ⅱ A −1,187,626 −4,418,641 5,488,760 1,070,119
18 労働費・労働諸費 Ⅱ A −19,297 1,118,651 −1,085,039 33,612
37 教育費・小学校費 Ⅱ A −139,489 −892,342 1,295,893 403,551
38 教育費・中学校費 Ⅱ A −125,850 3,247,580 −3,115,759 131,820
44 教育費・保健体育費・学校給食費 Ⅱ A −40,605 136,548 118,301 254,849
49 公債費 Ⅱ A −540,251 1,685,751 −699,310 986,441
2 総務費・総務管理費 Ⅱ B ＊ ○ −3,788,731 1,761,356 −3,569,254 −1,807,899
24 商工費 Ⅱ B ＊ ○ −1,316,950 17,641,647 −18,402,400 −760,753
27 土木費・河川費 Ⅱ B ＊ ○ −196,716 −747,018 688,845 −58,173
36 教育費・教育総務費 Ⅱ B ＊ ○ −374,118 −892,277 797,950 −94,328
1 議会費 Ⅱ B ○ −194,956 −388,123 263,725 −124,398
14 衛生費・結核対策費 Ⅱ B ○ −50,448 −185,783 157,862 −27,921
19 農林水産業費・農業費 Ⅱ B ○ −133,315 −6,997 −52,654 −59,651
20 農林水産業費・畜産業費 Ⅱ B ○ −3,016 −2,636 1,999 −637
21 農林水産業費・農地費 Ⅱ B ○ −278,557 −1,295,674 1,134,921 −160,753
22 農林水産業費・林業費 Ⅱ B ○ −119,172 −122,576 50,982 −71,594
31 土木費・都市計画費・下水道費 Ⅱ B ○ −897,665 −2,423,016 2,177,543 −245,473
35 消防費 Ⅱ B ○ −1,038,166 −2,180,836 1,821,649 −359,187
4 総務費・戸籍・住民基本台帳費 Ⅱ B ○ −182,064 −507,899 415,318 −92,581
41 教育費・幼稚園費 Ⅱ B ○ −109,073 −404,989 353,072 −51,917
42 教育費・社会教育費 Ⅱ B ○ −516,394 −742,463 626,154 −116,309
43 教育費・保健体育費・体育施設費等 Ⅱ B ○ −1,202,369 −4,399,674 3,559,924 −839,750
51 諸支出金・公営企業費 Ⅱ B ○ −12,435 130,709 −138,505 −7,796
17 労働費・失業対策費 0 0 0 0
45 教育費・大学費 0 0 0 0
50 諸支出金・普通財産取得費 0 0 0 0
52 前年度繰上充用金、特別区財政調整納
付金、市町村たばこ税都道府県交付金
























y(t+1) y(t) α1 α2 α3 α4 β1 β2 β3 β4
12,577,514 10,639,450 82,106 12,932 478,117 95,587 −571,462 4,108,541 −273,307 −3,005,037
100,794 67,404 3,337 0 6,426 −4,438 −74,533 62,726 −85,221 117,315
1,921,357 1,643,167 12,738 154 54,998 −6,597 −396,261 −6,208,595 −636,067 10,938
3,866,307 3,767,373 2,086 18 63,234 −26,333 −581,032 −942,037 −176,170 679,137
11,503,937 10,273,346 196,690 −38,315 416,962 527,241 −1,579,629 −5,335,654 −316,540 −100,532
2,938,423 2,870,945 0 −45,495 77,677 776 −44,863 −1,015,259 −121,346 245,810
608,375 407,186 204 5,046 14,445 33 193,013 −1,274,857 −125,511 −109,048
5,705,349 4,757,363 47,763 3,605 226,060 199,101 −73,051 −543,094 −434,802 −1,948,027
2,563,203 2,391,707 71,134 3,568 61,612 12,993 645,698 −348,324 −305,795 −234,408
476,857 315,784 25,847 8 7,668 54,190 −708,278 335,955 −83,521 −372,901
19,149,593 17,697,154 642,533 19,651 478,710 1,080 −317,401 9,994,195 −1,172,362 −1,865,588
15,029,918 14,173,686 121,943 −30,560 634,596 −63,855 756,501 5,440,338 41,902 −1,912,278
29,592,680 26,560,824 997,216 25,721 650,495 149,547 4,832,751 2,732,748 4,607,068 −10,567,542
16,741,480 9,313,143 41,330 1,202 597,289 263,084 1,118,728 14,834,829 2,426,644 −7,632,692
9,462,483 7,034,216 137,190 −57,986 213,131 393,719 517,911 4,228,504 710,171 −2,759,059
25,508 5,675 0 6 223 0 −34,504 449,699 −35,793 −35,532
269,049 250,559 4,402 7,829 6,927 −5,066 −30,792 23,933 −70,157 148,000
132,800 103,169 270 103 5,432 −512 −12,665 311,404 −4,292 −31,079
20,421 18,432 363 395 455 450 481 4,060 1,029 3,481
1,787,841 1,668,547 882 −109 78,607 34,858 21,474 1,710,217 −114,726 160,008
62,311 47,053 0 3,087 4,957 −1,620 −44,183 198,667 −55,562 44,833
8,430 790 0 0 4 0 −12,358 173,900 −13,370 −12,760
12,557,402 11,950,972 40,762 −356 525,894 127,019 −3,865,137 −15,476,168 −3,527,075 8,414,007
174,177 172,808 33 −386 5,413 −3 399,960 121,739 149,668 −327,477
189,959 181,353 0 0 9,394 1 26,002 50,712 25,710 −52,543
19,105,459 18,035,341 2,040,459 −26,787 224,654 19,419 569,860 4,468,082 855,884 −2,662,811
844,742 811,131 1,535 5,939 16,280 29,155 98,454 −1,433,595 54,636 142,556
6,875,163 6,471,612 84,934 3,814 342,119 112,174 −735,515 2,398,172 −475,246 −434,558
3,577,913 3,446,093 44,224 3,444 178,642 31,360 −361,926 −3,216,892 −402,935 608,323
4,395,868 4,141,019 16,588 42 230,626 48,199 56,153 618,718 177,827 −1,029,851
31,991,443 31,005,002 13,561 −602 1,507,691 6,042 −91,326 −1,065,790 −255,691 −813,195
23,867,346 25,675,245 38,376 42,178 1,196,081 704,198 −643,394 −11,671,944 781,302 5,983,949
7,643,442 8,404,195 −24,878 6,472 177,844 396,760 −6,157,751 −19,739,571 −4,308,353 11,247,078
1,554,012 1,612,186 46,118 −7,862 96,838 3,448 94,008 451,453 −22,653 27,494
4,425,699 4,520,027 24,190 −2,187 227,843 29,944 138,801 −126,841 −248,666 754,866
1,206,826 1,331,224 0 12 70,630 −84 −58,111 96,958 18,197 136,121
143,309 171,230 14,786 0 7,722 20 −10,509 119,622 −10,748 36,969
1,314,145 1,373,796 167 3,516 56,276 13,706 84,369 −398,825 113,931 74,206
61,100 61,737 0 −559 2,510 427 −6,726 10,608 −10,928 6,666
1,457,492 1,618,245 20 9,786 66,545 41,454 41,208 944,250 190,946 −159,287
397,188 468,781 228 27,866 18,381 1,103 −5,621 53,955 2,199 −47,130
10,697,970 10,943,443 39,132 2,831 580,848 29,382 −64,864 1,180,196 59,993 350,026
9,598,591 9,957,777 34,738 5,183 491,595 147,464 −45,689 1,081,612 −160,316 267,064
1,664,542 1,757,124 6,764 −278 76,301 6,696 −49,915 59,900 −44,446 360,296
919,182 971,099 15,505 179 45,904 −4,432 24,245 274,557 −20,876 17,990
5,867,212 5,983,521 23,102 998 232,832 143,153 −67,631 1,763,088 −593,836 −875,552
3,135,178 3,974,928 32,480 −2,105 145,966 186,278 −2,154,113 107,972 −693,737 5,937,183
175,626 183,422 0 0 4,639 0 14,594 −186,472 15,029 13,705
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
